
(単位:円)

項目 金額

第一号 活用可能な財産 資産 3,520,453,512

     資産の部合計 3,520,453,512

負債(△) 518,863,084

　   負債の部合計 518,863,084

基本金(△) 40,028,700

　          　基本金 40,028,700

国庫補助金等特別積立金(△) 1,621,678,707

　      国庫補助金等特別積立金 1,621,678,707

合計(a) 1,339,883,021

第二号 事業用不動産等 820,826,613

財産目録により特定した事業対象不動産等の合計額 2,853,314,095

対応基本金(△) 40,028,700

　       基本金 40,028,700

国庫補助金等特別積立金(△) 1,621,678,707

　      国庫補助金等特別積立金 1,621,678,707

対応負債(△) 370,780,075

　      1年以内返済予定設備資金借入金 27,700,000

　      １年以内返済予定リース債務 876,160

　      設備資金借入金 338,800,000

　      リース債務 3,403,915

再取得に必要な財産 510,870,617

将来の建替に必要な費用 (注1) 233,931,262

建替までの間の大規模修繕に必要な費用 (注2) 88,076,321

設備･車輌等の更新に必要な費用 (注3) 188,863,034

必要な運転資金 年間事業活動支出の３月分(年間事業活動支出 × 3 ÷ 経過月数) 315,295,825

　      事業活動支出計 1,261,183,301

合計(b) 1,646,993,055

社会福祉充実残額(a)-(b) ※１万円未満を切り捨て -307,110,000

計算の特例：該当 （再取得に必要な財産+必要な運転資金）-年間事業活動支出 -435,016,859

再取得に必要な財産+必要な運転資金 826,166,442

年間事業活動支出 1,261,183,301

　      事業活動支出計 1,261,183,301

特例による控除額(c) 事業用不動産等＋年間事業活動支出 2,082,009,914

社会福祉充実残額(a)-(c) ※１万円未満を切り捨て -742,120,000

社会福祉充実残額
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